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事務局職員自己啓発支援要綱 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、事務局に所属する職員が業務を遂行する上で必要な知識及び技術の向上並び

に資格の取得（以下「資格の取得等」という。）の一助に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「職員」とは、事務局に所属する法人採用職員で、宮城県派遣職員及び

有期雇用職員以外の者をいう。 

 

（費用の助成） 

第３条 職員が、資格の取得等のため、第８条第１項各号に掲げる助成メニューについて、受講、

受験等（以下「受講等」という。）をした場合においては、当該受講等に要した費用の一部を予算

の範囲内において助成する。 

 

（助成対象期間） 

第４条 毎年、４月１日から翌年３月３１日までの間に受講等をしたものを助成対象とする。 

 

（助成金） 

第５条 職員１人当たりの助成金の額は、受講料（実習費用及びテキスト代金を含む。）、受験料そ

の他の費用の直接支払った額の２分の１とし、５０，０００円を限度とする。ただし、理事長が

特に必要であると認めた場合は、理事長が別に定める額とする。 

２ 助成金の額について、１００円未満の金額については切捨てるものとする。 

 

（請求手続き） 

第６条 職員が前条に規定する助成金を受けようとするときは、別紙様式「事務局職員自己啓発支

援助成金請求書」に必要事項を記載し、領収書（領収書の原本又はこれに代わる証明書の原本）、

修了証等受講した事実を証明する書類及び受講内容等が分かる実施要綱、テキスト等の写しを添

えて理事長に請求するものとする。 

２ 理事長は、前項に規定する書類のほか、必要と認める書類の提出を求めることができる。 

  

 （支払方法） 

第７条 理事長は、前条に規定する請求書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めたも

のについては受理した月の翌月の末日までに請求した職員の指定預金口座に助成金を振り込むも

のとする。 

 

（助成メニュー） 

第８条 助成メニューは、次の各号に掲げる講座等から選択できるものとする。 

一 教養講座 主に文芸、美術、学問等を通じて教養を身に付けるために開かれるもの 

二 通信教育 講座の主催者側から送られてきたテキストや教材を用い、自宅等で学習するもの 

三 資格取得 社会的に認められた資格が取得できるもの 
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四 前各号に規定する講座等以外のもので理事長が特に必要であると認めたもの 

２ 前項の助成メニューは、不特定多数を対象とした講座等（前項第４号に規定するものを除く。）

とする。また、受講先の区分は、公的又は私的を問わないものとする。 

３ 助成金は職員１人当たり１年度につき１回限りとし、複数の講座等を一括して請求することは

できないものとする。 

４ 次の各号に掲げる費用等は、助成の対象とはしないものとする。ただし、理事長が特に必要で

あると認めたものについては、この限りではない。 

 一 業務における講習会等の受講料及び会費等 

 二 健康維持・増進のための水泳教室、ダンス、ヨガ、ヒーリング、スポーツクラブ等の受講料

及び会費等 

 三 講座の主催者側が指定しているテキスト以外のテキスト購入費用 

 四 受講等に要する交通費、郵送料（切手代等）、宿泊費、振込手数料 

 五 受講等に要する申請代行料、写真代 

 六 受験合格後の登録料 

 

（助成金の取消し及び返還） 

第９条 理事長は、申請者が偽りその他不正行為により助成金の交付決定を受けたときは当該交付

決定を取り消し、又は既に助成金が交付されているときはその返還を命じるものとする。 

 

（研究推進・地域未来共創センターに所属する職員の自己啓発支援の取扱い） 

第１０条 研究推進・地域未来共創センターに所属する職員の自己啓発支援については、職員の例

によるものとする。 

 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、職員の自己啓発支援に関し必要な事項は、理事長が別に

定める。 

 

 

附 則（H25.3.27 第 67回理事会） 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（H25.10.30 第 74回理事会） 

この要綱は、平成２５年１０月３０日から施行し、改正後の事務部職員自己啓発支援要綱の規定

は、同年１０月１日から適用する。 

   附 則（H30.3.28 第 135回理事会） 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（R3.3.24 第 172回理事会） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（R5.3.22 第 198回理事会） 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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別紙様式（第 6条関係） 

事務局職員自己啓発支援助成金請求書 

 

講座等の名称 

講座等の内容 

（具体的に） 

 

 

 

 

業務との関連性 

（具体的に） 

 

 

申 請 金 額 

   

 

           円 × １／２ ＝         円 

 

受 講 期 間 

 

自   年   月   日  ～  至   年   月   日 

 

 

 

金融機関等 

 

銀 行 

 

 

本店 ・ 支店 

 

普通 ・ 当座 

 

 

口 座 番 号 

       

 

 

 

口座名義人 

 

フ リ ガ ナ 

 

 

 

 

氏     名 

 

 

 

 

上記のとおり請求します。 

 

 公立大学法人宮城大学理事長 殿 

 

年   月   日 

 

 

 

職 名 

氏 名               ㊞ 

 

※「金融機関等」欄に記載する指定預金口座は、原則として法人が支給する旅費を請求する際の振込みに用いる預金口座と 

同一のものとする。 


